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特集／各国の男女共同参画の取組
－各国大使館より－



共同参画に寄せて
foreword

　2020年は男女共同参画推進の聖典ともいえる北京宣言及び北京行動綱領が採択
された北京会議から25周年。同時に、国連設立75周年、安保理決議1325採択20周
年、UN Women設立10周年、SDGs制定5周年で、メキシコシティーやパリで、世
代を超えたジェンダー平等フォーラムが開催される。フォーラムへの日本の若い世
代参加支援のため、ふるさと納税などを活用した工夫を望む。
　この25年間に、女性の意思決定及び政策決定への参加は多くの国で伸びたが、日
本は特に政治分野で遅れている。ジェンダーギャップ指数2019の全体順位121位の
中で、政治参加は何と153ヶ国中144位！その直接要因は、調査時の女性閣僚数の少
なさである。しかし、根本的要因は今でも根強い「男は仕事、女は家庭」という性別役
割意識である。この考え方を払拭するために、男女共同参画社会基本法、DV防止法、
女性活躍推進法、政治分野における男女共同参画推進法などが制定されており、取組
が進んでいる。
　女性の就業比率の高い事務職、サービス業はAI化で職を失う可能性が高いと予測
されている。日本の理工系職における女性割合はOECD諸国で最低という実態を変
えることも必要で、内閣府も理工チャレンジなどを推進しているが、AIに負けない
女性人材の育成をこれまで以上に行うべきである。
　性別役割意識の払拭には、メディアと教育が大きな役割を果たす。例えば、｢おと
う飯｣、｢イクメン｣キャンペーンや、少女たちが将来に希望をもてるように、「女性が
活躍している企業」、｢女性首相や首長の特長｣などをメディアが積極的に取り上げる
ことが必要であり、その際SNS等の活用も不可欠である。また、幼児から成人まで、
性別役割意識を払拭するための教育が行われるべきである。さらに、民法、刑法など
の法制度の見直しも緊要であろう。
　すべての世代、すべての性、企業・団体等における性別役割意識払拭の実践によ
り、一人一人が住みやすい日本が実現できる。

十文字中学・高等学校長
橋本 ヒロ子
Hiroko Hashimoto

北京＋25　日本の課題：性別役割意識の払拭
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女性のリーダーシップ促進に向けた
オーストラリアの取組

■初めて上院で女性議員の数が半数に
　オーストラリアでは先日、初めて上院で女性議員の
数が全議員の半数に達しました。これは100年以上
の年月を経て達成した成果です。オーストラリアでは
1902年に女性の選挙権が認められ、同時に国会議員
への立候補も可能になりましたが、実際に女性国会議
員が誕生したのは1943年になってからでした。そし
て2019年、ようやく上院の議員数が男女同数になり
ました。閣僚の男女比では女性が全体の30％で、マ
リズ・ペイン外務大臣とリンダ・レイノルズ国防大臣
が女性ですが、この両ポジションに女性が同時に就い
たのは、2013年以降では2度目のことです。
　ダイバーシティやインクルージョンが経済的に有
益なことは明らかで反論の余地はありませんが、一
致団結した取組なくしては男女格差の解消は進みま
せん。近年オーストラリアの国会で女性比率が増大
したのも、女性の政党員や国会議員を増やそうとす
る積極的な政策と取組あってこそです。例えば労働
党は、当選の可能性が高い議席のうち35％をあら
かじめ女性に割り当てることを定めたクオータ制を
導入し、自由党は2025年までに女性の数を50％
に増やすことを目指しています。

■民間企業や公的機関での取組
　民間企業や公的機関でも同様の取組が行われて
います。オーストラリア証券取引所の上場企業で取
締役を務める女性の数は、2010年から2019年の
9年間に4倍に増え、その比率は8.3％から29.5％
に上昇しました。大手銀行や資源産業でも女性の
経営者が登場しています。これもまた、各社が女性
リーダーの育成に向けて充実した取組を実践した
成果です。大手通信会社のテルストラでは、5年前
にすべての職務について、要望に応じてフレキシ
ブルな働き方を認める方針を採用しました。これに
よって社員は通常の勤務時間以外の勤務やリモート
ワーク、ジョブシェアリング、パートタイムなどを選
択することが可能になりました。その結果、会社全
体で、女性の採用や昇進が増えただけでなく、生産
性向上や従業員エンゲージメントの強化、顧客サー
ビスの改善といった効果もありました。

■外務貿易省でのジェンダー平等への取組
　私が所属する外務貿易省は、オーストラリア政府
の中でも特にジェンダー平等への取組が進んだとこ
ろです。たとえば、上級管理職の40％以上を女性に
するという目標を設定しています。そして採用担当
者に無意識の偏見を取り除くためのトレーニングを
実施したり、性別ごとの採用情報をスタッフに報告
したり、会議では男性よりも女性の方が話をさえぎ
られやすいことを念頭に「no interruptions 人の
話をさえぎってはいけない」というルールを定めた
り、また母乳育児中の職員が出張する際は、子ども
や育児補助者を帯同できるよう支援するといった施

駐日オーストラリア大使　
リチャード  コート特命全権大使（2017年2月着任）　

面積　769万2,024平方キロメートル（日本の約20倍、アラスカを除く米とほぼ同じ）
（出典：ジオサイエンス・オーストラリア）
人口　約2,499万人（2018年6月。出典：豪州統計局）
首都　キャンベラ（Australian Capital Territory、人口約42万人［2018年6月。出
典：豪州統計局］）
民族　アングロサクソン系等欧州系が中心。その他に中東系、アジア系、先住民など。
言語　英語
宗教　キリスト教52％、無宗教30％（出典：2016年国勢調査）

オーストラリア連邦　Australia

各国の男女共同参画の取組
−各国大使館より−

内閣府男女共同参画局総務課

Sp
ec

ia
l F

ea
tu

re

特 集

オーストラリアのスコット　モリリン内閣では女性閣僚の割合が
30％以上です。
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今回は、オーストラリア、アイスランド、メキシコ、ルーマニア
の４か国の大使館に、自国での男女共同参画への取組を寄
稿していただきました。

Report

策を導入しています。フランシス・アダムソン外務
貿易省次官は、「パネル誓約」（パネル講演者のジェ
ンダーバランス確保の手段が講じられている会議で
なければ出席しないという誓約）を強く支持してお
り、また講演を依頼された場合も、独自の参加者誓約

（出席予定者の30％以上が女性でなければ登壇し
ないという誓約）を守っています。

■男性チャンピオンの会
　官民両セクターにわたってオーストラリアの
ジェンダー平等を前進させた取組に、「変革を進め
る男性チャンピオンの会（Male Champions of 
Change）」があります。これは企業でも官僚組織で
も、力のあるポジションの大半を男性が占有してい
るという現状を踏まえ、男性リーダーが力を合わせ
てジェンダー平等実現のために活動しようという取
組です。これまで重要な役職に就く女性が限られて
いた背景には、採用プロセスですでに不均衡が存
在するという事実があります。男性リーダーはその
不均衡を解消するため、「採用男女比50：50、でき
ないならば理由を」という考え方を推進し、採用決
定の根拠となる評価を見直しています。この会から
は「In the Eye of the Beholder（それぞれの視
点）」という最新の素晴らしい報告書が発行されてい
ます。
　オーストラリア国軍のアンガス・キャンベル司令
官は、そのMale Championsの一人として有名で
す。現在オーストラリア国防軍の約5分の1が女性
で、新規採用数は増加しています。空軍では新規採
用者の40％、海軍では30％、陸軍では20％が女性
です。国防軍の任務のうち、女性が従事することが
禁じられているものは、今はひとつもありません。先
日、オーストラリアの潜水艦が日本に寄港しました
が、艦内で男性と女性が一緒に任務に当たっていた
ことは、人々を大いに驚かせました。

■情報収集と提供
　こうした積極的な取組に加え、オーストラリア
ワークプレイス男女平等局では、データ収集、スコ
アカードの発行、ベストプラクティスの発掘、雇用

者への男女平等推進のためのアドバイス提供などを
行っています。ここで収集されたデータは政策の改
善に生かされるとともに、優良な企業のショーケー
スづくりにも役立っています。リビー・ライオンズ
局長は2019年に東京で開催された国際女性ビジ
ネス会議に出席し、オーストラリアの課題への取組
について政財界の多くの関係者に語りました。

■日本との交流
　様々な施策が順調に進んでいますが、それでも
なお不平等は残っており、満足できる水準ではあり
ません。女性の参画率を向上し、職場のリーダーに
なる女性を増やすため、私たち皆が役割を果たさな
ければなりません。私自身、現在の職場である在日
オーストラリア大使館で、女性がリーダーとしてさ
らに力を発揮できるよう、最大限の努力をしていま
す。そのひとつが「リソースフルウーマン」です。オー
ストラリアの資源産業界では、多くの女性がCEO
など企業の要職に就いており、そうした女性の訪日
機会をとらえてイベントを開催し、日本の資源産業
界で働く女性との交流を後押ししています。日本側
からは様々な業務や職位の女性に参加していただ
いており、資源産業界のように一見男性優位と見え
る業界でも、女性がトップに立つことができるとい
うメッセージを強く印象付けることができていると
思います。こうしたイベントに参加した日本の皆様
が刺激を受けて、今より高いポジションを目指し、
女性のリーダーシップを積極的に推進していただけ
ることを願っています。

駐日オーストラリア大使　
リチャード  コート特命全権大使（2017年2月着任）　

2019年10月16日に在京オーストラリア大使館で開かれた才ある女性の昼食
会にて、コート大使がBHP三井石炭の資産管理部長のエルサベ・ミュラー女史
や日本の資源エネルギー部門のマネジャーや担当者の一団をもてなしました。

3



世界一ジェンダー格差の少ない国
　世界経済フォーラムは毎年ジェンダーギャップ
指数（GGI）を発表しており、アイスランドはGGIで
10年前から常にトップを維持している世界一ジェ
ンダー格差の少ない国です。ジェンダー平等は我が
国の外交政策の基盤であり、女性の平和と安全、エ
ンパワーメントは持続可能な開発の原動力であると
考え、重点的に取り組んでいます。
　各種研究によると、男性と女性の生涯収入の差が
原因で、多くの国が富を失っているそうです。ジェ
ンダー格差のない社会は幸福、健康、信頼感が向上
し、経済発展も促進されるように、ジェンダー平等
は様々な社会的・経済的利益をもたらすのです。
　ジェンダー平等がビジネスに好影響であること
は、多くの研究で指摘されています。女性がトップ
を務める企業、経営陣や取締役会が多様なメンバー
で構成されている企業は利益率が高い傾向があり
ます。

ジェンダー平等に向けたたゆみない努力
　幸運にもアイスランドの国民は、自国のジェン
ダー平等が大幅に改善する状況を目撃してきまし
た。取組の成果は10年前からGGIに表れており、
その他の指数でも高いランクに位置付けられてい
ます。また先般、アイスランドはWomenomics 
Honorary Award（ウーマノミクス名誉賞）を受
賞しました。ジェンダー平等に向けたたゆみない努
力が評価されたものですが、国が受賞したのは初め
てのことです。こうした取組によって蓄積したジェ
ンダー平等の体験や知識を、国際協力を通じて他の

国々とも共有したいと考えています。
　国内ではジェンダー平等法という包括的な法律
を1976年に採択し、数回の改正を加えて、ジェン
ダー平等の推進と格差の解消を図っています。最近
では例えば、同一賃金証明証に関する法令が改正さ
れました。
　同一賃金証明証に関するこの法律は、価値の等し
い労働に対しては必ず等しい賃金が支払われるよう
にするためのもので、10年前から続いている規制
や国際協定を強化して2018年に施行されました。
　また公共の委員会や上場企業の取締役会では
ジェンダークオータ制も導入され、好意的に受け止
められています。
　男女共同育児休暇制度は、現在は両親合わせて9
カ月ですが、これを12カ月に延長する新法が近く
施行される予定です。とりわけ重要なのは3カ月間
の父親育児休暇がある点で、これは父親が取得しな
ければ消滅します。父親の育児休暇取得率は現在
74％です。
　誰もが適正価格で利用できる質の高い保育施設
も重要な社会インフラとして整備されており、2歳
児の95％がプレスクールに通っています。

国際的な取組 　　
　アイスランドが拠出するODA（政府開発援助）
の80％以上が、開発途上国のジェンダー平等や女
性のエンパワーメントを支援するプロジェクトに使
われています。アイスランドはUN Women（国連
ウィメン）にも積極的に協力しており、人口ひとり当
たりの寄付額は世界最高額になっていますし、UN 

本邦駐箚アイスランド国特命全権大使　
エーリン  フリーゲンリング　

面積　10.3万平方キロメートル（北海道よりやや大きい）
人口　34万8,580人（2017年12月　アイスランド統計局）
首都　レイキャビク
言語　アイスランド語
宗教　人口の約8割が福音ルーテル派（国教）

アイスランド共和国　Republic of Iceland
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Womenアイスランド協会からの拠出金は、人口ひ
とり当たりの額ではなく、実際の総額で各国協会の
中で世界一です。アイスランド大学には学卒者向け
に5カ月間のGender Equality Studies（ジェン
ダー平等学）という大学院プログラムがあり、2009
年の創設以来、132人の学生が国際的なジェンダー
研究を学び、post-graduate diploma（大学院修
了証書）を取得しています。修了生の内訳は男性43
名、女性89名で、出身国は22カ国です。
　アイスランドは、女性が和平プロセスに意義のあ
る参加ができるよう注力しており、2008年、国連
安全保障理事会決議1325号の履行に向けた行動
計画（National Action Plan）を、他の加盟国に先
駆けて採択しました。2018年11月には、女性の脆
弱性や安全に関する国内教育や啓発活動に重点を
おいた第3次行動計画を発表しました。
　2015年以降、世界各地でBarbershopと呼ば
れるイベントが開催されています。これはジェン
ダー平等のための戦いに男性も参加してもらい、女
性のパートナーである男性がジェンダー平等への取
組で果たす役割の大きさを伝えるためのイベントで
す。そこでは男性にジェンダー平等の重要性につい
て理解を深めてもらい、男性の役割と責任、チャン
スについて自覚してもらうための議論が行われてい
ます。そして男性や少年たちが積極的にジェンダー
平等を支持し、男性が変革の担い手になることを目
指しています。第1回のBarbershopイベントが

2015年1月にニューヨークの国連で開催されて以
来、これまでに、例をいくつか挙げると、国際労働
機関（ILO）、世界貿易機関（WTO）、北大西洋条約
機構（NATO）、欧州安全保障機構（OSCE）、欧州
議会、経済協力開発機構（OECD）、世界銀行グルー
プ、アイスランド国会をはじめ、多数の組織から約
2,450人がこのイベントに参加しています。
　アイスランドは、2017年にブエノスアイレス
で開催された第11回WTO閣僚会議で発表され
た「貿易と女性の経済的能力強化に関する共同宣
言（The Joint Declaration on Trade and 
Women’s Economic Empowerment）」の起草
でも主導的役割を果たしました。この宣言によって、
男性と女性の双方が、貿易によるメリットを享受で
きる枠組みが示され、現在、127のWTO加盟国と
オブザーバーがこの宣言を支持しています。

日本においての活動
　このように、アイスランドはジェンダー平等に向
けて数々の成果を上げています。それに対して日本
の皆様は非常に強い関心を寄せてくださっており、
駐日大使のエーリン・フリーゲンリングは様々なイ
ベントでジェンダー平等に関する講演をさせていた
だいています。アイスランド本国政府もこうした実
績を裏付けに、人権への取組やダイバーシティの推
奨について、世界に向けて強く発信しています。

ジェンダークオータ
制により、4名以上
で構成される上場企
業の取締役会や公
共の委員会は、メン
バーの 40％以上を
女性とすることが定
められています。

世界経済フォーラム
のジェンダーギャッ
プ指数ランキングで
10年連続1位

父親の育児休暇取得
率は74％。9カ月間
の育児休暇のうち、
3カ月は父親のみが
取得できます。

ジェンダー平等に向
けて男性の参加を促
すためのBarbershop
イベントに、2,450人
が参加しました。

2018年の改正法に
より、賃金の男女
格差の解消を推進。
2018年の賃金格差
は4.5％（調整済。調
整前は15.3％）

女性の労働参加率は、
OECD加盟国最高の
85.7％

各国の男女共同参画の取組
−各国大使館より−

内閣府男女共同参画局総務課
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メキシコのジェンダー平等への取組
　私はメキシコの大使として、またひとりの女性と
して、ジェンダー平等に対する人々の認識を高め、
できる限り平等を推進することを大切な目標として
います。過去数十年間を振り返ると、メキシコ政府
が導入した制度が効果を上げ、また社会でも取組が
広がるなど、私たちの国は正しい方向へ前進し、社
会のさまざまな分野に良い影響を及ぼし続けていま
す。
　メキシコの人口は1億2200万人余りです（2014
年現在）。そのうち52.2％が女性で、79％近くが
都市部に居住しています。また先住民の人口は約
1600万人で、68の民族・言語集団が存在してい
ます。連邦政府は何年も前から、女性の権利とジェ
ンダー平等推進について、主要分野を中心に取り組
み、全国で大きな成果を上げています。具体的には、
男女平等を確保するための法律の強化、制度の整備
とジェンダー平等推進策への公的資源の配分の強
化などです。

第1回世界女性会議
　メキシコがジェンダー平等の推進に積極的に取り
組む契機となったのが、1975年にメキシコシティ
で開催された第1回世界女性会議でした。これは国
連が初めて女性問題だけに議題を絞って開催した
国際会議で、メキシコはホスト国を務めました。こ
の会議を通じて、国の開発プロセスや政策実現にお
いて、女性は単なる受益者ではなく、重要な構成員
なのだという考え方が広まりました。

教育におけるジェンダー平等
　我が国における取組の成果のひとつが、教育にお
けるジェンダー平等の進展です。高等教育を含むす
べての段階で、工学、工業生産、建設の各分野に入
学する女性が増え、高等教育機関で学んだメキシコ
人のうち、これらの分野で学位を取得した人の割合
は11％となりました。OECDの全加盟国の平均は
6％で、メキシコはその中で第2位という高水準で
した。

政治分野におけるジェンダー平等 　
　近年で最も目覚ましい進展があったのは2014年
です。選挙制度が改正され、連邦議会および州議会
への立候補に関するジェンダー平等の規定が憲法
のレベルにまで引き上げられました。同年の憲法改
正で、各政党が連邦議会および州議会の議員選挙
に立候補者を擁立する際は、男女の数を同じにする
ことが義務付けられました。
　さらに2019年5月からは、法令が改正されてメ
キシコ政府の三権（行政、立法、司法）および州政府

駐日メキシコ大使　
メルバ  プリーア

面積　196万平方キロメートル（日本の約5倍）
人口　約1億2,619万人（2018年世界銀行）
首都　メキシコシティ
民族　 欧州系（スペイン系等）と先住民の混血（60％）、先住民（30％）、

欧州系（スペイン系等）（9％）、その他（1％）
言語　スペイン語
宗教　カトリック（国民の約9割）

メキシコ合衆国　United Mexican States

ソカロ（中央広場）独立記念塔
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でもジェンダー平等規定の適用が義務化されまし
た。例えば連邦政府および州政府や地方公共団体
で連邦政府と同様の業務を行う公務員は、半数を
女性にすることを目指すとしています。司法府であ
る最高裁判所でも、男女両方の裁判官で構成される
ことが必要とされ、登用試験でも男女数の平等を考
慮します。その他に政党、自治体、地方公共団体（州
政府、市町村）でも男女数の平等を確保することに
なっています。
　メキシコでジェンダー平等のための公共政策の
主な枠組みとなっているのが、国家開発計画です。
2019年の5月1日にアンドレス・マヌエル・ロペ
ス・オブラドール大統領が発表した新たな計画で
は、連邦政府の活動を規制する目標、戦略、優先課
題が定められていますが、実質的な男女平等に向け
た取組も、そこに含まれています。
　メキシコ連邦では2019年3月21日、国家女性
庁（Instituto Nacional de las Mujeres、 
INMUJERES）が「女性フォーラム」と題する協議
会をメキシコシティで開催しました。
　このフォーラムの主な目的は、政府の三権（行政、
立法、司法）の代表者と一般市民の対話の場を作る
ことでした。それによって女性の人権を強化し、保
証し、尊重するための希望やニーズを拾い上げ、国
家開発計画2019-2024に「ジェンダー、差別の撤
廃、包摂的な視点」を横断的に盛り込んで、あらゆる
社会集団における男女格差を解消することを目指し
ました。

男女平等のための国家プログラム
　また昨年11月には、ロペス・オブラドール大統領
が男女の実質的平等に向けた非常に重要なステッ
プを定めた「男女平等のための国家プログラム」に
署名しました。これは女性が幸福に、そして安全か
つ平和に暮らせるよう、女性の生涯にわたる権利の
向上を進めることを目標としたプログラムです。こ
れによって、ロペス・オブラドール新政権がジェン
ダー平等を最重要政策のひとつに位置付けているこ
とが明らかになりました。
　このプログラムには、主な目標が6つあります。

第1の目標は、最も貧しく、最も差別されている女
性や少女を、常にメキシコの発展の中心に置くこと。
第2は、女性のための正規の仕事を増やし、条件を
改善し、権利を強化すること。第3に、すべての女性
と少女に教育の機会を提供し、彼女たちを尊重し、
暴力をなくし、平和と安全を実現することによって、
女性たちのより幸福な人生を保証すること。第4に、
ケア労働は家族と労働拠点が分担し、女性が自分の
ための時間をもっと持てるようにすること。第5に、
生涯を通じて、女性の健康にもっと配慮すること。
第6に、政府の価値観と原則、女性と少女の権利と
機会の平等をもとに国全体で新しい文化を醸成する
ため、ともに協力し合うこと、です。全体としてこの
プログラムは、6つの目標、37の戦略、273の行動
計画で構成されています。
　このプログラムは、国民の参加を得て成立したも
のであることも申し添えておきたいと思います。女
性たちの声を直接聞き、彼女たちの要望やニーズが
反映されています。

社会全体の動きへ
　メキシコの社会を見ると、とりわけ若い人々を
中心に、制度や文化を変えようという動きが大きく
なっています。女性に対する差別や不平等は、社
会全体に影響を及ぼすからです。政府機関、企業、
博物館、財団、メキシコの大学など55の団体が
HeForShe運動に賛同しているのも、そうした動き
の表れです。この運動には11万9000人の個人も
賛同しています。個人賛同者のうち8万人以上が男
性で、女性と連帯してジェンダー平等の実現を目指
しています。メキシコでは他のラテンアメリカ諸国
に先駆けてこうした機運が高まり、HeForShe運動
に賛同し、参加している人の総人口当たりの数がラ
テンアメリカ諸国の中で最大になっています。
　ジェンダー平等への取組に、これで十分と言うこ
とはありません。メキシコで成果を上げている実践
例や、順調に進展しているプログラムを示すことが
他国の皆様のよい刺激となり、世界全体でジェン
ダー平等が推進されることを願っております。

駐日メキシコ大使　
メルバ  プリーア

内閣府男女共同参画局総務課

各国の男女共同参画の取組
−各国大使館より−
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ルーマニアのジェンダー政策の取組
　ルーマニアのジェンダーバランス政策とその実践
について見解を述べる機会をいただいたことに感謝
いたします。
　機会と処遇が男女平等であることは、人権の基本
原則です。ルーマニアのジェンダーギャップ指数は
世界で63位（2018年）ですが、女性の権利の強化
と差別の解消を優先課題として取り組んでいます。
職場と労働市場でのジェンダー平等は、ルーマニア
の憲法で保障されています。憲法には公共機関、一
般企業、軍への就職や、社会保障や社会保険の利
用を男女平等にすることが規定され、また有給の産
前産後休暇の権利についても明文化されています。
ルーマニアでは男女の機会と処遇の平等に向けた
政策が2002年に初めて法制化され、機会の平等に
取り組む中心となる国家政府機関が2005年に設立
されました。

育児休暇
　現在、出産をする女性には126日の産前産後休
暇が与えられており、直前の収入の85％が支払わ
れます。また男女双方に2年間の育児休暇が与えら
れ、やはり直前の給与の85％を受け取ることができ
ます。育児休暇は父親も母親も取得できますが、家
庭にいて子どもの面倒をみる父親はわずか3％ほど
にとどまっています。

ジェンダー平等とEU基本条約
　ルーマニアはEUに加盟していますが、ジェン
ダー平等はEU基本条約で定められており、さまざ

まな法令の基礎になっています。今般新たに、両親
のワークライフバランスとキャリアに関する新しい
指令が発出されました。この指令は家族に関する責
任を男女が平等に担うこと、女性が労働市場に参加
することを推進し、収入や賃金の男女格差を解消す
ることを目指すものです。

教育分野におけるジェンダー平等 　
　教育では、ジェンダーギャップの逆転が起きて、
女性が優位になっています。欧州に住む30～34歳
の女性の大学卒業率は44％ですが、男性は34％に
とどまっています。しかし、高等教育を受けた人は
賃金も高いはずですが、女性は男性と同じ仕事をし
ても賃金が低いため、賃金の男女格差は依然として
大きな課題として残っています。ルーマニアのジェ
ンダー賃金格差は8％、EU平均は16％です。

女性の政治参加
　女性の政治参加は、経済的エンパワーメントと同
様に重要であると私は考えています。女性が指導的
立場に立ち、また立法プロセスに参加することによ
り、女性の声が届き、女性のニーズが満たされ、女
性が抱える問題に対する適切な対応が実現します。
　ルーマニアでは2018年から2019年まで女性が
首相を務めていました。また女性が外務大臣だった
時期もありますし、ルーマニア代表の欧州委員も女
性です。このように女性の活躍が広がっているもの
の、国会議員全体に占める女性の割合は依然として
20％という低水準で、強制力のあるクオータ制もあ
りません（欧州議会の女性比率は、5月の選挙の結

在京ルーマニア大使　
スヴェトラナ  タティアナ  ヨシペル

（Svetlana Tatiana IOSIPER）特命全権大使
面積　約23.8万平方キロメートル
人口　約1,976万人（2016年）
首都　ブカレスト（人口約212万人）
民族　ルーマニア人（83.5％）、ハンガリー人（6.1％）など
言語　ルーマニア語（公用語）、ハンガリー語
宗教　ルーマニア正教、カトリック

ルーマニア Romania
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内閣府男女共同参画局総務課

果、36％から40％に増大しました）。しかし中央お
よび地方の行政機関の管理職の女性比率は、欧州の
平均より高い52～54％となっています。またルー
マニアの司法部門は女性が多く、裁判官の70％、検
察官の50％が女性です。

女性に対する暴力の問題
　女性に対する暴力は依然として懸念すべき問題
であり、最近、複数の女性虐待事件が注目を集めた
ことを受けて、法令の改正や啓発活動などさまざま
な施策が検討されています。女性の30％が、暴力の
被害を受けたことがあると話しています。

メディアにおける取組
　ルーマニアの優れた取組の例として紹介したい
のが、メディアの偏見を取り除くために実施してい
るジャーナリスト向けの研修プログラムです。ジェ
ンダー像が広告の影響で固定化されてしまってお
り、メディア各社が描く女性像や各社の編集方針に
は、市民社会が懸念している女性問題が反映されて
いません。この研修を通じて、ジェンダー問題に関
する認識を高め、女性の声を聞く機会を増やし、女
性が抱える社会的、経済的、文化的課題に対するメ
ディアの関心を高め、メディア企業・団体の上層部
で指揮をとる女性を増やしています。

キャリア形成とジェンダー平等
　私事になりますが、私がルーマニア外務省に入省
したのは1992年で、女性の外交官が非常に少ない
時代でした。ルーマニアの民主化からわずか2年し
かたっておらず、これからルーマニアの社会はさま
ざまに変化するだろうし、その変化の中で女性にも
新しいチャンスが生まれるだろうと考え、そうした
変化を自分も体験したいと考えました。
　当初はひたすら仕事だけに打ち込む日々でした
が、結婚して仕事以外の責任を負うようになってか
ら、優先順位が徐々に変わっていきました。家族が
全面的に協力してくれるおかげで、私はキャリアを
中断することなく、仕事を続けています。労働時間
の長さが、キャリアの継続を望む女性の大きな障害

になっています。雇用者は、子育て中の両親には柔
軟な勤務時間を認めるべきです。適切なワークライ
フバランスを達成すれば、社会の多くの課題解決に
もつながると考えています。

ルーマニアについて
　ルーマニアは欧州の南東部に位置し、EU（欧州連
合）とNATO（北大西洋条約機構）に加盟していま
す。人口は約1,900万人、日本の約6分の1です。
国土面積は238,391平方キロメートルで、本州と
四国を合わせたくらいの大きさです。首都のブカレ
ストには200万人が住んでいます。自由な民主主義
国家で、愛国心と欧州への帰属意識が強く、力強い
経済成長と活力のある社会と豊かな文化を誇ってい
ます。
　ルーマニアには、それぞれの分野で成功した女性
たちがいます。オリンピックの体操競技で史上初の
10点満点を記録したナディア・コマネチ選手、元
WTA（女子テニス協会）ランキング1位で、2019
年のウインブルドン選手権で優勝したシモナ・ハレ
プ選手はルーマニアの人です。またアナ・アスラン
博士は老年医学の研究で知られていますし、世界的
なソプラノ歌手のアンジェラ・ゲオルギュー、日本
でもたびたび公演しているバレリーナのアリーナ・
コジョカリューも有名です。

Nadia Comaneci体操選手

Adina Valean
欧州委員会委員（交通担当）

Ana ASLAN 博士
Simona HALEP テニス選手（2019
年ウインブルドン選手権優勝の時）

各国の男女共同参画の取組
−各国大使館より−

9



To
pi

cs

行政施策トピックス
「輝く女性の活躍を加速する男性リーダーの会」
行動宣言賛同者の取組

内閣府男女共同参画局総務課

総長（前列左端）と女性評議員

◎産学官の連携
　平成16年に、名古屋大学が中心となり「あいち男
女共同参画社会推進・産学官フォーラム」を、愛知
県経営者協会・名古屋大学・愛知県・名古屋市の4
者により設立されました。それ以来、産学官それぞ
れで行われてきた男女共同参画社会推進について、
横の連携を図ることを目的として運営されていま
す。愛知県では、特に若い世代の女性人材流出が多
いことに危機感があり、女性の潜在力や能力を様々
な分野で活かしていきたいと活動しています。
　フォーラムが主催するシンポジウムでは、参加者
に多様なキャリア形成が意識出来ることを目指し
ています。シンポジウムで登壇するロールモデルが
スーパーウーマンだけだと、自分には無理だと思っ
てしまい、自分ごと化できない場合もあります。スー
パーウーマンでないと両立できない、ということで
はなく、女性誰もが普通にキャリア形成を目指すこ
と、そしてより多くの人がキャリアに進むことが重
要と考えているということです。
 

　名古屋大学は、女性活躍推進の取組を、大学活性
化の戦略と捉え、多様性を育むために不可欠という
強い意志があることを感じました。
※１　「IMPACT Champion」：UN womenが、ジェンダー平等に
向けて変革を促すため影響力の強いリーダーとして、各国首脳、世界
的企業CEO、大学の学長各10名を選出した。

名古屋大学男女共同参画センター

◎名古屋大学の取組
　名古屋大学松尾総長は、平成26年の行動宣言公
表後、平成27年と早い時期に賛同いただいていま
す。行動宣言における具体的な取組として、学内男
女共同参画センターの設立、女性教員比率を向上す
るためのポジティブアクションや女性教員の上位職
登用など、積極的に活動しています。また名古屋大
学は以前より、他大学に先がけて、学内保育所・学
童保育所を設置するなど、早くから男女共同参画を
推進してきました。その取組や成果が認められ、平
成27年には、国連UN women「HeForShe」事業
で日本の大学として唯一、IMPACT Champion
の世界の10大学のひとつに選出されています。※1

　特に女性教員比率の向上については、令和元年5
月1日現在17.4%に対し、令和2年度までに20%
を達成するために、令和元年の「教育研究評議会（教
育研究等についての大学の意志決定組織）」にて、女
性比率を20%以上とする、という学内規定に改訂
しました。そして、松尾総長の強いコミットメントに
より、「女性教員比率20%達成のための女性教員
増員策」を令和元年10月より実施しています。

 
　女性活躍が進むと、人材多様性確保の観点からプ
ラスが多く、「教育研究評議会」でも女性が参画した
ことでさらに活気が出たそうです。また、対立する
意見があっても否定はせず、その意見も多様な意見
として受け止めること、対立する考えを変えるので
はなく、共感してくれる人を巻き込むこと、などの考
え方が大切になってくる、とのことでした。

（参考）名古屋大学HeForShe
http://heforshe.provost.nagoya-u.
ac.jp/index.html

名古屋大学男女共同参画センター
http://www.kyodo-sankaku.provost.
nagoya-u.ac.jp/

産学官フォーラム「理系大学&リアルなオシゴト潜入取材バスツアー」
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平成26年6月に「輝く女性の活躍を加速する男性リーダーの会」行動宣言を策定、公表して
から5年を経過し、令和元年11月末現在、240名の男性リーダーが本宣言に賛同しています。
今回は内閣府より、賛同者の組織に訪問してきましたので、その取組を紹介します。

Report

◎応援団アドバイザーから
　ミーティングの終盤では、本ミーティングのコー
ディネーターを務めた「応援団アドバイザー」の岩田
喜美枝氏より、「女性活躍推進が事業の発展につな
がったということを、数量的に説明するのは難しい
のではないかと考えていたが、たくさんの事例が報
告され、効果があったことを実感している」との講評
がありました。また岩田氏は、女性活躍を推進して
いく上での男性の行動変容の重要性を語り、今後、
男性の家事育児等、男性にスポットをあてた議論を
していくことを提案されました。

◎団長から
　最後に黒岩知事は、岩田氏の「男性が変わらない
といけない」という発言に同意した上で、男性の行
動変容に取り組んでいくことは応援団の主旨に沿っ
ており、是非来年度はそのテーマで盛り上げたいと
次回への意気込みを述べました。

かながわ女性の活躍応援団

　内閣府男女共同参画局は、令和元年11月「かな
がわ女性の活躍応援団」ムーブメント拡大ミーティ
ングへ参加してきました。この応援団は団長を神奈
川県の黒岩知事が務めており、神奈川県にゆかりの
深い企業等の男性トップからなる団員20名と、応
援サポーター37名（令和元年11月7日時点）で構
成されています。そして当日は、企業等のトップの
方々20名が参加しました。

◎数字で表す女性活躍推進の効果・成果
　今回のミーティングのテーマは「数字で表す女性
活躍推進の効果・成果の発表」です。各企業等が、
女性活躍推進が具体的に業績向上等へどうつな
がっているかということを、事例を通じて発表して
いきました。

　県内の鉄道会社からは、女性社員が中心となって
商品を開発した結果、女性だけでなく全ての客層へ
ヒットして売上拡大となった例があがりました。ま
た金融機関からは、法人営業職は初め男性しかい
なかったものの現在は女性も増えており、優秀さや
リーダーシップ力により業績アップへ貢献している
との話が紹介されました。
　また、働く女性としてのロールモデルが増えるこ
とで、優秀な人材確保にもつながっているという話
もありました。たとえば、比較的女性が少ないとい
われる建設会社でも「働いている女性の姿をホーム
ページにて発信することで、女性の応募比率が飛躍
的に伸びた。今後優秀な女性が活躍できることを当
たり前としていきたい」と発表されました。

かながわ女性の活躍応援団
http://www.pref.kanagawa.jp/
osirase/0050/womanact/

ミーティング開催

アドバイザーの岩田氏（左）と黒岩団長（右）

ミーティングでの集合写真
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　SDGs経営時代の今、企業における女性活躍支援
の取組は、ESG投資の中でも、「G：ガバナンス」や

「S：社会」の観点で高く機関投資家から評価され、
企業価値に大きな影響を与えるようになりました。
　シンポジウムでは、先進企業における女性活躍
やSDGs達成に向けた取組を紹介頂くとともに、機
関投資家の立場から、企業の女性活躍やダイバーシ
ティ取組をどのよ
うに評価している
のか等について、
ご説明いただきま
す。

　国立女性教育会館（NWEC）では11月21日～22日の2
日間、教育委員会や教職員研修センターの職員、初等中等教
育諸学校等の管理職・教職員等を対象とした標題の研修を実
施。男女共同参画の基本理念を整理するとともに、学校現場
や家庭及び教職員自身が直面する現代的課題を男女共同参
画の視点から捉えて理解を深めることを目的とし、全国から
55名の参加を得ました。
　「隠れたカリキュラム」等の学校現場にみられるジェン
ダー課題を学ぶ講義や、多様性を認め合えるワーク型授業の
参観をはじめとする多くのプログラムを実施し、参加者から
は、「男女共同参画の視点が多様性の中に潜む一つ一つの課
題に有用であることに気付いた」等の感想がありました。
　なおNWECでは、本研修と関連する内容の講義動画「学
校をもっと男女共同参画に～男
女平等に教えるには～」（講師：村
松 泰 子 氏）を 作 成 し、YouTube
内のNWEC動画サイト「NWEC 
CHANNEL」で公開しています。

詳しくは、こちらをご覧ください。
HP   https://www.nwec.jp/event/training/

 g_kyoin2019.html

　国立女性教育会館（NWEC）では10月23日から11月8日
まで、国際協力機構（JICA）からの委託を受け「アセアン諸国
における人身取引対策協力促進」を実施しました。今年度はカ
ンボジア、ラオス、ミャンマー、フィリピン、タイ、ベトナムの
6か国12名の行政及び民間の人身取引対策に携わる担当者が
参加。研修は、視察や講義、参加者同士の討議を交えてすすみ、
最終日には、人身取引撲滅に向けた当事者の視点に立った被
害者保護と、アセアン地域における協力関係の促進を図って
いくためのアクションプランを各国の研修員が発表しました。
　研修を終えて、研修員からは「担当者レベルのネットワーク
や情報共有ができた」「今回の研修を契機に、参加者と協力し
て新しい調査プロジェクトを立ち上げる予定」「日本で多くの
民間団体が在住外国人や支援者に幅広い支援を行っているこ
とを理解した」等、参加国間の
話し合いや日本での講義や視
察を通じてアセアン諸国の人
身取引の取組について理解を
深めたというフィードバック
がありました。

詳しくは、こちらをご覧ください。
HP   https://www.nwec.jp/global/

 cooperation/ecdat60000005tne.html

2019年度課題別研修「アセアン諸国における
人身取引対策協力促進」実施

文部科学省News2

シンポジウム　企業価値を高める女性活躍推進
 ～ESG投資、SDGs経営に着目して～ 開催案内（名古屋）

2019年度
「学校における男女共同参画研修」実施

内閣府

文部科学省

Info

News
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News & Information
共同参画情報部
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日時  2月4日（火）14:00～15:30
会場  名古屋マリオットアソシアホテル　16階　アゼリア
プログラム（予定）
基調講演 •「経営戦略におけるSDGsの位置づけ及びダイバーシティ推進」
　　　　　 塩野義製薬株式会社　代表取締役　社長　手代木 功 氏

事例紹介 •「ESG投資とSDGs～ダイバーシティに注目して～」
 　三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社  環境戦略アドバイザリー部
 　チーフ環境・社会（ES）ストラテジスト　吉高 まり 氏
 •「オムロンのダイバーシティ施策とSDGsへの取組」
 　オムロン株式会社　グローバル人財総務本部　グローバル人財開発部
 　ダイバーシティ推進課長　上村 千絵 氏

右のQRコードからお申込みください。
 申込期限：1月31日（金）
※定員200名　定員に達した場合は受付を終了します。

詳細はこちらをご覧ください。
HP   http://www.gender.go.jp/public/event/2019/020204.html

講演内容は、グラフィックレコーディングを用いて
わかりやすくお示しします。
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　厚生労働省では、ひとり親家庭に対する自立支援の一環として、就業支援に積極
的に取り組んでいる企業や団体を表彰する「はたらく母子家庭・父子家庭応援企業
表彰」を実施しています。
　母子家庭の母、父子家庭の父は、子育てと就業の両立が難しいなどの理由から、就
業が困難な状況にあります。
　この表彰は、雇用する企業側に働きかけることで、母子家庭の母、父子家庭の父が
働きやすい環境整備などの取組を促進するとともに、ひとり親家庭支援の社会的機
運を高めることを目的とするものです。

【募集対象】ひとり親家庭の親の就業支援に取り組んでいる企業・団体
 ①就業促進について理解がある
 ②継続的に就業可能であるなど職場環境が良好である
 ③相当数雇用している　など

【募集期間】2月7日（金）まで
【受賞企業・団体の発表】3月（予定）

詳しくは、厚生労働省HPをご覧ください。
HP  https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_08192.html

　「ダイバーシティマネジメント for SDGs～投資家の視点もふまえて～」をテーマ
とし、先進企業の経営者からダイバーシティに関する問題意識や取組・成果・今後
の課題等について話を聞くとともに、企業・投資家からの事例紹介を通じて企業に
おけるダイバーシティ推進への理解を深めます。
日時  2月10日（月）14:00～15:30
会場  リーガロイヤルホテル大阪　2階　ペリドット
プログラム（予定）
基調講演 •「ダイバーシティ推進に向けた取組と課題」
    日本電産株式会社　取締役副社長執行役員　最高業績管理責任者　佐藤 明 氏
事例紹介 •「ESG投資とSDGs～ダイバーシティに注目して～」
    三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社　環境戦略アドバイザリー部
    チーフ環境・社会（ES）ストラテジスト   吉高 まり 氏
  •「シオノギのダイバーシティ＆インクルージョン施策」
    塩野義製薬株式会社　取締役副社長   澤田 拓子 氏

右のQRコードからお申込みください。
 申込期限：2月6日（木）
※定員200名　定員に達した場合は受付を
　終了します。

詳細はこちらをご覧ください。
HP  http://wwwa.cao.go.jp/wlb/event/meeting.html

はたらく母子家庭・父子家庭応援企業表彰
～ひとり親家庭の就業支援に積極的に取り組む

企業・団体を募集しています～

厚生労働省

ダイバーシティ・マネジメントセミナー　開催案内（大阪）

内閣府Info4

Info5

月刊総合情報誌
「共同参画」 1月号

Kyodo-Sankaku

編 集 後 記

Editor's Note

　あけましておめでとうござい
ます。2020年の幕開けですね。
本年も広報誌「共同参画」をよろ
しくお願いいたします。
　先日、北海道に初上陸しまし
た。総合通信局にいる同期と先
輩を訪ね、札幌駅周辺を歩いて
いたところ、「札幌市男女共同
参画センター」の文字を見つけ、
思わずニヤリ。最近では、街中で
「男女共同参画センター」や「男
女共同参画」の文字を見つける
のがマイブームだったりします。
　さて、今月号では、４か国の大
使にそれぞれの国の女性活躍
について語っていただきました。
世界各国で、教育、政治、メディ
アと様 な々角度から男女が共に
活躍できる社会の実現に向け
た取組が行われています。世
界という大きな潮流の視点での
情報交換に、男女共同参画セ
ンターという地域密着の視点で
の取組、双方が相乗効果を織
りなし、男女共同参画社会の実
現に近づいていけたらと思いま
す。
（編集員：旅好きライター）
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